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Stock Report 1308-4666            2013年 8月 21日              

パーク 24       2014 年中期計画達成とモビリティ事業の利益拡大に期待 

 

東証 1部 4666 

株価 1675円 

単位 100株 

 

① 事業概要 

 

駐車場運営のトップ企業。従来型のコインパーキングから、TPS と言われる、商業施設

や金融機関の駐車場運営の受託に注力。さらに、レンタカー事業、カーシェアリング、ロ

ードサービス事業を展開し、総合的なカーライフへのサービス供給を目指す。 

2012年日本 IR協議会「IR優良企業賞」受賞など、IR力にも定評がある。 

 

事業は次の柱から成り立つ。 

１．タイムズ駐車場 

（駐車場事業） 

２．レンタカー 

３．カーシェアリング 

４．ロードサービス 

（以上、モビリティ事業） 

 

②投資の視点 

 今期で 5 期連続の経常増益を狙うが、すでにそこまでは株価に織り込み済み。ただし、

短期的には 2014年 10月期の予想数値（中期計画上の）達成がコンセンサスになれば株価

は着実に動くだろう。今はまだ、ここの数値はコンセンサスになってはいない。2014年会

社計画は、売上高で対前年比 16.1％だが、2013年計画は 11.07％、震災からの復興効果

があった 2012年でさえ、12.47％だ。この実現性が今年の決算で試されるだろう。 

中期的な株価を考えるには、今後の駐車場事業の成長率、新規事業の成長率を、大きな

視点で考えることが大事だ。駐車場事業から始まった同社が、よりカーライフ全体へのサ

ービスをリードし、近い将来、電気自動車の普及、都市圏の交通環境整備など、革新的な

部分に大きく絡む可能性もある。そのときに、有力企業の参入に対抗できるだけの先行メ

リットを築いておくことが必要になる。 

これらの背景の下、モビリティ事業の伸びと事業展開が、全体の利益と成長を押し上げ、

目標 2000円～2300円 

時期 来年 3月まで 
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また戦略的にも大きな意味があることに合意を得られれば、バリュエーションが変わる可

能性が高い。 

 

③ 成長分野・カーシェアリング事業でリードを保てるか 

 

駐車場事業は、首都圏の駐車違反強化の影響、東日本大震災の影響が、ほぼ収束した状

況下にあると思われる。ただし、STと言われる、コインパーキング事業は、堅調な伸びを

実現したとしても、伸び率が大きく変わることは難しいだろう。この分野の成長率が伸び

るのは、TPS、つまり、商業施設、病院、などとの提携の取組みだ。顧客にとって、TPS

の採用は、駐車場運営を完全に同社に任せられるメリットは大きく、営業体制を強化すれ

ば、成長率を押し上げる要因になる。競合が予想される事業だが、競争力自体には問題が

無いと思われる同分野なので、一定の成長率の水準維持は可能だろう。 

 モビリティ事業の見通しは、設定し辛い。レンタカービジネスにおいて、タイムズカー

レンタルは、業界で 4位の存在だが、パーク 24の運営ノウハウによって、シェアを取るこ

とができれば、市場成長率（2005年～2010年で平均 2％程度）を上回ることはできるだ

ろう。しかし、成長が最も期待されるのはカーシェアリング事業だ。 

日経ビジネスの記事によると、カーシェアリング先進国のスイスと日本は、同じように

公共交通機関が発達しており、日本でも、この市場規模は 5 倍程度に拡大する可能性があ

るという。この分野で、パーク 24 は現在トップだ。しかし、2 位のオリックス自動車は、

日産自動車との提携を発表し、また、3位のカレコは、東京メトロなどと提携をしている上

に、三井不動産リアルティとの資本業務提携を発表している。現状での伸び率はパーク 24

がトップにいると思われるが、今後、上位 3 社の競争は激化していく可能性がある。もっ

とも、そのことこそが、カーシェアリング事業が、成長分野であることの証でもある。 

 駐車場事業で年率 8～9％で堅実に推移し、モビリティ事業が年率 30～40％の伸びが期

待できる状況が、今年秋口に確認できることを期待したい。 
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④ バリュエーション 

 

株価 1800円とした場合 

PER 23.1倍（会社予想ベース） 

PBR 4.7倍 

配当利回り 1.94％ 

予想 ROE  20.5％ 

予想 ROA  15.7% 

 

類似他社 

 

日本駐車場開発 2353 

駐車場事業に、スキー場を運営 

予想 PER 17.19倍 PBR 8.02 予想配当利回り 3.5％ 予想 ROE 46.7％ 

駐車場綜合研究所 3251 

商業施設などから、コンサルを含め受託する 

予想 PER 16.74倍 PBR 2.07 予想配当利回り 1.7％ 予想 ROE 12.4％ 
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⑤ テクニカル 

 

 

 

三角持合に向かっているように見える。11月～12月頃、上下に大きく動く可能性が高い。 

 

 

 

今年に入り、TOPIX との連動性が高い。為替要因がほとんど無く業績が堅いので、市場環

境が悪いときにアウトパフォームし、良いときにはほぼ全体に連動する。 
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⑥ 株価評価 

 

10 月決算が発表される 12 月半ばにちょうど三角持合から離れるので、そこから動くだ

ろう。株価は再度 2000円のトライをする可能性が高い。 

会社側の 2014年予想達成がコンセンサスになった場合、EPS97円、約 20倍で 2000円。

2016 年まで、モビリティ事業が 25％以上の伸びを維持すると見て、2016 年の EPS118

円を想定し、それに対する PER20倍で 2360円がベストシナリオとみる。 

2300 円以上は、今年 12 月から来年 3 月にかけての業績推移、TOPIX の状況によって、

実現可能。 

今年、CBを発行しているが、行使価格が 2644円と高く、当面は希薄化の影響はないかも

しれないが、急ピッチな上場で、このゾーンが近づく場合には上値のメドとなりやすい。

また、10 月は株主優待があり、最低投資金額で 1％程度の利回りに換算される。全体の市

場動向に左右されるだろうが、個別に考えれれば、ここから年末にかけて 10月の配当、優

待取りから、決算発表への期待が持たれる時期になる。 

 

■参考資料■ 
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本本レレポポーートトににつついいてて  

  

１． 本レポートは、株式会社日本マネジコ（以下弊社）が、投資家への情報提供を目的としてのみ作成さ

れたもので、証券売買の勧誘を目的としたものではありません。有価証券その他の取引に関する最終決定

は、投資者ご自身の判断と責任で行なってください。 

 

２． 当資料に掲載されている内容の著作権は、原則として弊社に帰属いたします。本レポートにおいて提

供される情報につきまして、弊社の承諾を得ずに当該資料の複製、販売、表示、配布、公表、頒布または

営利目的の利用を行なう権利を有しません。 

 

３． 本レポートは、弊社が信頼に足ると判断した資料、情報に基づき記載されたものですが、その正確性、

完全性、適時性などに、投資者が依拠した結果として被る可能性のある直接的、間接的、付随的もしくは

特別な損害またはその他の損害について、弊社が責任を負うものではありませんのでご了承ください。 

 


